
資料１

内閣府男女共同参画局

性犯罪・性暴力被害者のための
ワンストップ支援センターに関する取組について

（令和７年４月11日）
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性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センター

目 的

・被害直後からの総合的な支援を可能な限り一か所で提供
・被害者の心身の負担を軽減し、その健康の回復を図る
・警察への届出の促進・被害の潜在化防止

設置根拠
・第５次男女共同参画基本計画
・第４次犯罪被害者等基本計画

・47都道府県
（52か所）

目 的
役 割

設置根拠
設置都道府県数
（か所数）

求められる
核となる機能

・産婦人科等医療的支援（緊急避妊薬の処方・証拠採取・継続的な医療等）
・法的支援（弁護士相談、弁護士紹介等）
・心理的支援（精神科の医療費やカウンセリング費用の補助等）

機 能

・内閣府から、都道府県等に対し
「性犯罪・性暴力被害者支援のための交付金」を交付運 営

設置形態
・病院拠点型（12センター）
・相談センター拠点型（３センター）
・相談センター中心連携型（37センター）

・21都府県（令和７年４月）
・「性暴力被害者のための夜間休日コールセンター」

夜間休日に対応していない道府県について対応（内閣府が設置）

24時間
運営

相談件数 ・69,100件（令和５年度）

2



○第５次男女共同参画基本計画（令和２年12月25日閣議決定）（抄）

Ⅱ 安全・安心な暮らしの実現

第５分野 女性に対するあらゆる暴力の根絶

２ 性犯罪・性暴力への対策の推進

（２）具体的な取組

⑧ 性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センターについて、24時間365日対応化や拠点となる

病院の整備促進、コーディネーターの配置・常勤化などの地域連携体制の確立、専門性を高めるなどの人

材の育成や運営体制確保、支援員の適切な処遇など運営の安定化及び質の向上を図る。また、全国

共通短縮番号「＃8891（はやくワンストップ）」を周知するとともに、夜間・休日においても相談を受け付

けるコールセンターの設置及び地域での緊急事案への対応体制の整備、各都道府県の実情に応じた被

害者支援センターの増設等、相談につながりやすい体制整備を図る。さらに、全国共通短縮番号につい

て、運用の在り方を検討する。【内閣府、厚生労働省、関係府省】

※ 第４次犯罪被害者等基本計画（令和３年３月30日閣議決定）においても、同様の取組を記載。

※ さらに、こども大綱（令和５年12月22日閣議決定）においても、こども・若者の性被害は潜在化・深刻化しやすいことな

どを踏まえ、相談窓口の一層の周知やこども・若者が相談しやすいSNS等の活用を推進するとともに、地域における支援体

制の充実のための取組を推進する旨を記載。

第５次男女共同参画基本計画（令和２年12月）における
ワンストップ支援センターに関する記載
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平成22年

平成23年

12月

３月

「第３次男女共同参画基本計画」

「第２次犯罪被害者等基本計画」

平成24年 ３月 「性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センター開設・運営の手引き」
（内閣府犯罪被害者等施策推進室（警察庁へ移管））

平成27年 12月 「第４次男女共同参画基本計画」

目標： 全ての都道府県でセンター「１か所以上」

平成29年 〇性犯罪・性暴力被害者支援交付金を創設 「設置促進」と「運営の安定化」

平成30年 10月 〇全ての都道府県でセンター「１か所以上」を実現

令和２年 ６月

10月

12月

「性犯罪・性暴力対策のための強化の方針」

〇全国共通番号「＃８８９１」（はやくワンストップ）の運用を開始

「第５次男女共同参画基本計画」

目標： 全ての都道府県で「365日緊急対応」

令和３年 10月 〇夜間休日コールセンターの設置

（全ての都道府県で「365日緊急対応」を実現）

令和４年 11月 〇全国共通番号「＃８８９１」（はやくワンストップ）の通話料を無料化

令和５年 ３月

７月

「性犯罪・性暴力対策のための更なる強化の方針」

「こども・若者の性被害防止のための緊急対策パッケージ」

こども・若者、男性被害者支援の充実

センター数： 25

ワンストップ支援センターの設置促進等の経緯

ワンストップ支援センターの設置促進

センター数： 47

センター数： 52
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ワンストップ支援センター
全国共通番号（Ｒ２.10～）
通話料無料化（R４.11～）

性犯罪・性暴力被害相談体制の拡充

性暴力に関するSNS相談

「キュアタイム」

（R２.10～）

夜間休日の相談や緊急対応のため、ワンストップ支援
センターの運営時間外に、被害者からの相談を受け付け、
ワンストップ支援センターと連携して、支援を実施

性暴力被害者のための
夜間休日コールセンター（Ｒ３.10～）

「# ８８９１」
(はやくワンストップ)

キュアタイム 検索
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内閣府「性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センターを対象とした支援状況等調査」報告書（令和５年３月）

＜面談＞

※年代が不明の者を除いた場合の割合 （令和４年６月～８月）

Ｎ＝539

性別は、女性が大半を占めるが、男性からの相談も電話では約１割となっている。

被害時の年齢は、約半数を１０代以下が占めており、中学生以下に限っても、３割に上る。

被害時の年齢

女性 81.7％、男性 14.0％

＜電話相談＞ ＜面談＞

女性 97.5％、男性 2.3％
性別

ワンストップ支援センターへの相談者の性別・年齢

12歳未満

16.7%

12歳～中学生

13.2%

中卒～19歳

19.9%

20代

30.6%

30代以上

19.7%
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内閣府「性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センターを対象とした支援状況等調査」報告書（令和５年３月）

（令和４年６月～８月）

Ｎ＝708

被害からセンターの面談に至るまでの時間については、「72時間以内」が最も多い。

一方で、「１年以上10年未満」・「概ね10年以上」を合わせると全体の約２割となっており、

被害から長い時間を経て、相談に至る場合も少なくない。

相談までに要した時間

＜面談＞

24.7%

7.5%

14.7%

15.4%

7.5%

12.4%

8.1%

9.7%

0% 20% 40% 60%

72時間以内

72時間超～1週間以内

1週間超～1カ月以内

1カ月超～半年以内

半年超～1年以内

1年以上10年未満

概ね10年以上

不明

ワンストップ支援センターへの相談までに要した時間
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○ 交付金による継続的支援

    ・ 支援員の適切な処遇、人材の確保
    ・ 交付対象となる経費を明確化（R７年度～）

（連携・協力する医療関係者等に対する謝金、負担金等）

○ 医療関係者に対する周知・協力依頼

○ 関係機関とのネットワーク化の加速

○ センターの支援状況の継続的把握
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ワンストップ支援センターを核とする地域の被害者支援体制の充実

- 課題と対応について -
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前年度予算補正当初予算 合計

⚫ 支援員の待遇改善等を通じた人材の確保
⚫ ２４時間・３６５日対応の確保
⚫ 全国で必要な支援を受けられる環境の整備

１ センター運営の安定化と支援の質の向上

＜課題＞ ＜対応＞

⚫ ワンストップ支援センターと連携・協力し、医療的
支援を提供できる医療機関の確保

⚫ 産婦人科のほか、多様な診療科（小児科、精神科、
泌尿器科等）の関係者の理解促進

２ 医療機関との連携・協力

⚫ 地域の関係機関（警察、被害者支援センター、
病院、法テラス、弁護士、女性相談支援センター、
児童相談所、教育委員会等）との安定的な連携
関係の構築

※ 行政が現場任せにせず、積極的に役割を果たす
      ことが必要

３ 関係機関との連携

「性犯罪・性暴力被害者支援のための交付金」予算額の推移
（平成29年度～令和７年度）



［交付先］ 都道府県、政令指定都市、中核市

［対象経費（交付率）］ ※他の国庫補助制度を適用可能な場合は他制度優先（本制度の優先利用や他制度との二重交付は不可）

(1) 相談センターの運営費等（1/2）

 

   (2) 被害者の医療費等（1/3）

(3) ＡＶ出演被害防止・救済に関する法的支援（全額）

性犯罪・性暴力被害者支援のための交付金

目 的

性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センター を核とする性犯罪・性暴力被害者支援のために都道府県等が取り組む
事業（センター運営の安定化、支援の質の向上のための取組等）に要する経費を補助し、各地域の被害者支援に係る取組の充実
を図る。

事業スキーム

内閣府

都道府県等 ※この事業の地方負担に対しては、地方交付税措置が講じられる。

① 相談センターの運営費等

② 被害者の医療費等

③ ＡＶ出演被害防止・救済に関する法的支援

概 要

交付金

【令和７年度当初予算額 ４９７百万円】
（令和６年度予算額 ４９３百万円 補正予算額 ２２５百万円）

性犯罪・性暴力被害者
のためのワンストップ
支援センター 等

①相談センターの運営（相談員等の人件費（処遇改善に要する経費を含む）、コーディネーターの配置、２４時間対応への取組、夜間休日コールセンター

との連携 等）、 ②医療従事者・相談員等への研修、 ③広報啓発、 ④関係機関との連携強化、 ⑤被害者の法的支援、 ⑥連携・協力する医療機関

における支援環境の整備（医療機関への負担金、医師等への謝金等）、 ⑦先進的な取組（ＳＮＳ相談、外国語対応等）、

⑧こども・若者・男性被害者の支援、 ⑨災害時の運営継続のための取組 ※ 拠点となる病院を有するセンター等には加算措置がある。

緊急避妊措置、検査費用（妊娠検査、性感染症検査、薬物検査）、カウンセリング費用、人工妊娠中絶に要する経費 等
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交付金の対象となる経費（例）

○ 連携・協力する医療関係者等に対する謝金、負担金等

• 病院拠点型センターとして医療機関内で相談センター業務を行うことに伴う管理経費
（医療機関への負担金）

• 相談員等が同行支援を行う場合の医療機関への負担金

• 支援センターとの連絡・受入れ等の体制を特に整備する医療機関への負担金

• 夜間等の緊急対応を行う又はそのために待機する医師等への謝金

• 証拠採取を行う医師等への謝金

• カウンセリング・医療相談等を行う医師等への謝金

• 相談センターによるコーディネート等に対し、助言・指導等を行う医師等への謝金
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医療機関の関係者向けチラシ https://www.gender.go.jp/policy/no_violence/seibouryoku/pdf/leaflet_2024_02.pdf



全国のワンストップ支援センターの支援の質の向上のための取組

〇研修の実施 ・ オンライン研修教材の提供

【目的】 ワンストップ支援センターにおける相談員や関係機関の対応能力の向上
【対象】 相談員、センター長・コーディネーター、行政職員、医療関係者等
【テーマ】 性暴力被害者支援の基本的姿勢・留意点、SNS相談、医療現場における初期対応、

刑法改正を踏まえた心理的支援・法的支援、 障害者・男性等の多様な被害者支援 等

研修機会の提供

支援ノウハウの共有

センター間のネットワーク構築

〇支援事例集の配布

【目的】ワンストップ支援センターにおける適切な支援の提供
【対象】ワンストップ支援センター、都道府県等所管課、関係省庁
【テーマ】 子供や若年層の性被害（令和２年度）、障害者、男性等に対する支援（令和３年度）、

こども・若者の性犯罪・性暴力被害（令和５年度）

〇全国ネットワーク会議の開催

【目的】 全国のワンストップ支援センター間のネットワーク構築、相互の連携や学び合いの促進
【内容】 地域における関係機関との連携等に関する好事例の横展開等
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ワンストップ支援センターと関係機関とのネットワークの構築

今後の取組の方向性

１ 自治体における政策上の位置づけ

→ 条例や計画を根拠にセンターを整備し、関係機関と連携

（条例で規定する例）

○ A県： ワンストップ支援センターの設置条例

○ B県： 性暴力の根絶等に関する条例

     → 性暴力被害者支援に関する総合的窓口（センター）

の設置とその周知、センターの業務、関係機関との

連携等を規定

→ 連携協定の締結、連携のための会議の開催などにより、センターを中心に連携

２ 関係機関との連携の枠組み

各地域における被害者支援の充実のため、以下の取組事例も踏まえ、行政が主体的にワンストップ
支援センターと関係機関とのネットワークの構築に取り組むことを推進する。

（男女共同参画計画※に記載する例）

○ C県： 男女共同参画計画

     → 性暴力被害者支援のための相談窓口（センター）

の設置、関係行政機関、医療機関、弁護士との連携、

相談窓口の周知、職員の研修等を記載

※ 基本法に基づき、国の定める基本計画を勘案し策定する計画

（関係機関と連携協定を締結する例）

○ D県： 県が警察、医師会、弁護士会と協定を締結

○ E県： 県が警察、産婦人科医会、臨床心理士会、弁護

士会と協定を締結

（連携のための会議を開催する例）

○ F県： 関係機関からなる調整会議を開催（年１～２回）

（自治体、センター、警察、検察、産婦人科医会、

看護協会、法テラス、弁護士会、児童相談所、

社会福祉士会等）
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